
  

そうした妊孕性の知識の普及について先進諸国の状況を比較した国連の統

計によれば、日本は最低の水準となっている。妊娠・出産等に関する正しい

医学的な知識を普及させ、若年のうちから自らライフプランを設計できるよ

うにする取組が求められる。

＜図表 女性の加齢と卵子数の変化＞

＜図表 男性の加齢と精子の質の劣化＞
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生殖補助医療において、第三者の精子や卵子を用いて行う場合（非配偶者

間の場合）、法的な親子関係をめぐり問題が生じ得る。日本には現在、生殖

補助医療を規制する法律は存在しない。日本産婦人科学会等の関係団体にお

いては、人工授精・体外受精は容認する団体がある一方、代理懐胎はその治

療法自体が否認されている状況である。関係団体では問題が生じる都度に会

告を出し、会員にその遵守を求めているが、会告は任意団体における自主的

なガイドラインであり、強制力はない。

先進諸国の動向を見ると、 年代から 年代にかけて生殖補助医療の

実施条件や親子関係の規定について法整備が進められてきた。

イギリスは法整備について先進的であり、 年に「ヒトの受精及び胚研

＜図表 妊孕性の知識（国・男女）別）＞

＜図表 我が国の関係団体における生殖補助医療の容認・否認状況＞
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